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第１ 平成２４年度予算のポイント 

《平成２４年度国土交通省予算》 

１．国費総額 
 

＜４兆７，６５８億円（０．９５倍）［０．９８］＞ 

(１)要求・要望      ４兆５，４７６億円（０．９１倍）［０．９３］    

（うち、「日本再生重点化措置」 ３，８２６億円） 
 

              ＜４兆１，５２９億円（０．９７倍）＞ 

 公共事業関係費      ３兆９，３４６億円（０．９２倍） 
 
   非公共事業           ６，１３０億円（０．８５倍）［１．０２］ 
      

 

(２)東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費    ６，５４３億円      

・復旧・復興関係経費  ４，１６２億円（うち公共事業関係費 ３，５２０億円） 

※上記のうち、４，１３５億円は復興庁予算に一括計上されている。 

・全国防災関係経費   ２，３８１億円（うち公共事業関係費 ２，２９３億円） 

※上記の他、東日本大震災復興交付金が、復興庁予算に計上されている。 

 

＜５兆０，０３９億円（１．００倍）［１．０３］＞ 

(３)「要求・要望」及び「全国防災」４兆７，８５７億円（０．９６倍）［０．９８］ 
 

                 ＜４兆３，８２１億円（１．０２倍）＞ 

 公共事業関係費         ４兆１，６３９億円（０．９７倍） 
 

   非公共事業               ６，２１８億円（０．８６倍）［１．０３］ 
 
 

２．財政投融資      ３兆２，３３０億円（１．４０倍）         

   ◎財投機関債総額      ３兆１，１１０億円（０．８８倍） 
 
※上段＜ ＞書きは、対前年度との比較を容易にするため、内閣府計上の地域自主戦略交付金等に移行した額を加えた

場合の計数である。 

※倍率［ ］書きは、対前年度との比較を容易にするため、高速道路の無料化にかかる額を除いた場合の率である。 

※計数はそれぞれ四捨五入しているため端数において合計と一致しないものがある。 

※計数については整理中であり今後の異動がありうる。 



 

 

《平成２４年度予算のポイント》 

 

 東日本大震災からの復興等及び国民生活の安全・安心の確保に総力を

あげて取り組むとともに、震災を契機として我が国が抱える諸課題を克

服し、我が国の明るい未来を築くため、「持続可能で活力ある国土・地域

づくり」（平成２３年１１月１５日 前田国土交通大臣発表）を強力に推

進する。 

 

（東日本大震災からの復興等の推進） 

○ 未曾有の大災害となった東日本大震災からの復興等を図るため、平成

２３年度第１次補正予算及び第３次補正予算と連動して、復旧・復興対

策を着実に推進することとし、住まいの確保、復興に向けたまちづくり、

これらの基礎となり産業振興にも欠かせない交通基盤の構築等を実施。

各種施策の実施に当たっては、今後設置される復興庁とも十分に連携す

るとともに、引き続き被災地域の取組に対する人的・技術的支援等を実

施。 

 

（国民生活の安全・安心の確保） 

○ 今後発生すると想定されている首都直下地震、東海・東南海・南海地

震、甚大な被害をもたらした台風１２号のような台風・豪雨等による大

被害の発生を防止するため、ハード・ソフト両面の対策を組み合わせた

総合的な防災対策を推進し、災害への対応力の高い強靱な国土基盤を構

築するなどにより国民生活の安全・安心を確保。 

 

（真に必要な社会資本整備の着実な実施） 

○ このため、全国防災枠等を最大限活用し、被災地の復旧・復興や国民

生活の安全・安心の確保を図ると同時に、低炭素・循環型社会の構築や

地域社会の維持、日本経済の再生や地域の活性化などに向け、真に必要

な社会資本整備を着実に進めることとし、厳しい財政状況の中、要求・

要望と全国防災枠を合わせた公共事業予算については、４兆１,６３９億

円（地域自主戦略交付金等に移行した額を加えた場合、４兆３,８２１億

円、対前年度比１０２％）と、ほぼ前年並の予算を確保。 

 

 



 

（「持続可能で活力ある国土・地域づくり」の推進） 

○ 一方、今般の震災で我が国の国土・地域づくりの持続可能性に大きな

不安が生じており、これに対応すべく新たに策定した「持続可能で活力

ある国土・地域づくり」（平成２３年１１月１５日 前田国土交通大臣発

表）に基づき、「４つの実現すべき価値、８つの新たな政策展開の方向性」

を柱とする施策を推進することとし、そのために「日本再生重点化措置」

を最大限活用して所要の予算を確保。これにより以下のような取組を推

進。 

 

・低炭素・循環型社会の構築 

省エネルギー対策の推進等が喫緊の課題となる中、インフラ・住

宅・都市・交通分野等におけるゼロエミッションの取組等を推進し、

持続可能な低炭素・循環型社会の構築を推進。 

 

・成長戦略の推進 

 「民間の知恵と資金」を最大限に活用しつつ、高成長を続けるアジ

ア諸国の成長を積極的に取り込むことにより、激化するグローバル経

済競争を勝ち抜き、我が国経済の成長を実現できるよう、その牽引役

となりうる海洋、観光、航空、高速交通基盤、住宅・都市、国際展開・

官民連携等の分野において、世界に伍していける水準を目指した成長

戦略を強力に推進し、我が国の国際競争力を強化。 

 

・地域活性化のための基盤整備等 

 人口減少・少子高齢化の進展や地域経済の低迷という状況の中で、

地域における社会・経済の活性化を実現するため、その基盤となる社

会資本や公共交通の整備等を推進。 



実現すべき価値 新たな政策展開の方向性

Ⅰ １．低炭素・循環型システムの構築

持続可能な

社会の実現

２．地域の生活・経済機能の強化と集約化（「医職住」の近接化）

Ⅱ ３．災害に強い住宅・地域づくり

安全と安心

の確保

４．社会資本の的確な維持管理・更新

○国、地方を通じた社会資本の的確な維持管理・更新を計画的に実施

Ⅲ ５．個人資産の活用等による需要拡大

経済活性化

６．公的部門への民間の資金・知見の取込み

○官民連携による国際競争力強化のための基盤整備

Ⅳ ７．我が国が強みを有する分野の海外展開、国際貢献

国際競争力と ○国土交通省の「総合力」を活かした官民連携によるインフラの海外展開

国際プレゼン ８．国際競争の基盤整備の促進

スの強化 ○インフラの整備の進展を踏まえた新たな交通ネットワークの構築

○競争、連携を踏まえた効率的・重点的な整備

○低頻度で大規模な災害について、「減災」対策を地域と一体となって
　推進

○個人資産、海外の経済成長を活用した不動産マーケット、観光マーケッ
　トの活性化

○公共施設の運営・管理と周辺地域整備が一体となったＰＰＰ／ＰＦＩの
　推進

※１　この他、上記政策展開の方向性に沿った社会資本整備を地方公共団体が行う場合には、
　　社会資本整備総合交付金（１４，３９５億円）を活用することができる。
※２　上記事業のうち、復旧・復興に係るものは一部を除き復興庁計上としている。

持続可能で活力ある国土･地域づくり(平成23年11月15日 前田国土交通大臣発表)

平成２４年度主要関連予算（国費）

○エネルギー、資源、自然共生の観点から、全所管施策を総点検、施策を
　再構築

○国の施設等における取組を率先し、国民・事業者等の理解・意識改革に
　留意

○地域の生活水準の維持・向上のため、生活・経済機能の集約化、移動ア
　クセスを確保

○高齢者世代が自立して安全に暮らしやすく、若年世代が働きやすく子育
　てしやすい生活環境を整備



主な事業・予算額

・住宅のゼロ・エネルギー化推進事業：２３億円(皆増)

・官庁施設のゼロエネルギー化(被災した官庁施設の復旧に併せて実施するモデル事業)：２億円(皆増)

・エネルギーの面的利用の推進等低炭素まちづくりの促進：９億円(1.90)

・環境対応車の普及促進(自動車と家庭・業務の省ＣＯ２･省エネルギー管理の一体的推進等)

　　：１０億円(0.99) 

・海上交通の環境対策・省エネの推進(代替エネルギー船舶に関する総合対策等)：１０億円(1.12)

・低炭素・循環型のインフラ整備と地域づくりの推進：２２６億円(1.10) 

・高齢者等居住安定化推進事業：３５５億円(1.09)

・民間住宅活用型住宅セーフティネット整備推進事業：１００億円(皆増)

・集約促進都市開発支援事業（社会資本整備総合交付金の内数） 

・地域公共交通の確保・維持・改善：３３２億円(1.09)

・整備新幹線の着実な整備：７０６億円(1.00)

・鉄道による地域活性化：２７５億円(1.15) 

・公共施設の耐震化・津波対策等の推進：２，１５７億円(1.54)

・住宅・建築物の安全確保：４０億円(4.00)

・都市機能が集積した地域における安全確保対策の促進：３億円(皆増)

・激甚な水害・土砂災害が生じた地域等における災害対策：１，１５２億円(1.03)

・全国ミッシングリンクの整備：３，６６３億円(1.09)

・台風・集中豪雨、地震・火山等に対する防災情報の強化：１４６億円(1.00)

・道路、河川等の維持管理費の内数：３，４５９億円(1.02)

・港湾施設長寿命化計画の策定：４億円(0.99)  

・観光立国の推進：１０１億円(1.02)

・中古不動産流通市場整備・活性化：１億円(皆増) 

・官民連携による成長戦略・震災復興の推進：８億円(1.27)

・新たな担い手による自発的・戦略的な地域づくりの促進：９億円(1.54) 

・官民連携による海外プロジェクト、建設業の海外展開の推進：１６億円(1.27)

・大都市圏環状道路の整備：１，２３７億円(1.11)

・国際コンテナ・バルク戦略港湾等の整備：１，１７１億円(1.05)

・首都圏空港の強化：１１８億円(1.89)

・遠隔離島の活動拠点の整備：１０８億円(3.92)

・海洋権益を保全するための海洋調査等の推進：２９億円(2.74)

・国際競争拠点都市整備事業：６９億円(1.58) 



 

第２ 平成２４年度予算の概要 

 

１．予算の重点化                     

 

各事業・施策分野においては、その目的・成果に踏み込んできめ細か

く重点化し、限られた予算で最大限の効果の発現を図る。 

 
 

【事項】 

Ⅰ．東日本大震災からの復興等の推進 

○復興に向けたまちづくり 

○被災地における耐震化・津波対策等の推進 

○安全・安心な住宅の供給 

○復興道路・復興支援道路の緊急整備 

○被災した鉄道の復興の支援 

 

Ⅱ．国民生活の安全・安心の確保 

１．災害に強い社会基盤整備 

○公共施設の耐震化・津波対策等の推進 

○予防的な治水対策の強化、河川管理施設の戦略的な維持管理・更新の

推進 

○激甚な水害・土砂災害が生じた地域等における災害対策 

○住宅・建築物の安全確保 

○大規模震災に対する都市の安全確保の促進 

○地籍整備による土地境界の明確化の推進 

 

２．災害への対応力の強化 

○台風・集中豪雨、地震・火山等に対する防災情報の強化 

○海上保安庁の執行体制の強化 

 

３．生活基盤の安全・安心 

○住宅セーフティネットの充実 



 

Ⅲ．持続可能な低炭素・循環型社会の構築 

○住宅・建築物等の省ＣＯ２対策・省エネ対策の推進、既存住宅ストッ

クの有効活用による省資源化 

○環境対応車の普及等を通じた低炭素交通の実現 

○低炭素・循環型のインフラ整備と地域づくりの推進 

○スマート・シティの形成 

○海上交通の環境対策・省エネの推進 

 

Ⅳ．成長戦略の推進 

○国際コンテナ・バルク戦略港湾等の整備 

○海洋権益確保のための低潮線の保全及び遠隔離島の活動拠点整備 

○観光立国の推進 

○首都圏空港の強化 

○官民連携による海外プロジェクト、建設業の海外展開の推進 

○官民連携による成長戦略・震災復興の推進 

○都市の国際競争力の強化 

○大都市圏環状道路の整備 

 

Ⅴ．地域活性化のための基盤整備等 

○地域公共交通の確保・維持・改善 

○全国ミッシングリンクの整備 

○整備新幹線の着実な整備 

○鉄道による地域活性化 

○離島等の地域の元気回復 

○社会資本整備総合交付金の効果的な活用 

 



 

 各事項における計数（国費）には、復興庁予算に計上した国土交通省関係事業を含む 

 

Ⅰ．東日本大震災からの復興等の推進  

 東日本大震災からの復興等の推進に当たっては、ゼロエミッションの
取組を推進し、東北を「低炭素・循環型社会の構築」を通じた持続する
雇用・経済・国土のモデルケースとすることにも配慮する。 

 

○復興に向けたまちづくり 

 

被災市街地の復興に向けたまちづくりについて、津波による浸水面積・割合、
都市機能の被災度合い等の被災状況や都市構造の特性、地元の意向等に応じた
様々な復興の在り方に対応できるよう、安全性確保のための集団移転、市街地基
盤の再整備、復興拠点の整備などを支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被 災 前浸水区域

拠点における
市街地整備事業

土地の嵩上げ 土地区画
整理事業

浸水区域
防災集団移転

促進事業

移転エリア



 

基礎地盤（砂質土）

基礎地盤（粘性土）

液状化対策
（地盤改良・矢板）

鳴瀬川

堤防の被災状況
（鳴瀬川 左岸30.0k～30.5k+37m付近の被災）

堤防の液状化対策

鳴瀬川

 

○被災地における耐震化・津波対策等の推進 

 

・被災した堤防等の災害復旧を進めるとともに、堤防・水門等の液状化対策・耐
震化、堤防の嵩上げ等を行う。 

・強い地震動により新たに斜面の崩壊のおそれが生じている地域において土砂災
害対策を行う。 

・甚大な被害を受けた沿岸部の下水道処理場における、段階的な処理レベルの向
上を含めた災害復旧を進めるとともに、下水道施設の耐震化・耐水化を行う。 

・法面・盛土等の防災対策や橋梁の耐震補強等をはじめとする道路の防災・震災
対策を実施する。 

・災害時における緊急物資輸送のための耐震強化岸壁等港湾施設の整備、海岸保
全施設の耐震化等による再度災害の防止、湾口防波堤や海岸保全施設の組み合
わせによる総合的な防護を行う。 

・空港施設等の耐震化の実施、津波襲来リスクのある空港の早期復旧対策の検討
を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
 
 
 
 

○安全・安心な住宅の供給 

 

東日本大震災によって住宅を失った被災者の居住の安定を確保するため、地方
公共団体が行う災害公営住宅等の建設、用地取得造成、家賃低廉化等を支援す
る。 

 



 

復興の背骨となる太平洋沿岸軸（三陸縦貫道等）の形成

太平洋沿岸地域と東北道を繋ぐ横断軸強化

・内陸から沿岸部への広域支援ルートを確保

・これからのまちづくり、産業振興を支える基礎的な

交通基盤を構築

・津波に強い道路により、被災時の孤立を防ぐ

【復興道路】

【復興支援道路】

・仙台周辺の道路ネットワークを強化

青森県

岩手県

秋田県

山形県

福島県

宮城県
歌津

本吉

吉浜

田野畑 南

侍浜

阿 武隈

霊山

一般国道４５号
（三陸沿岸道路）

東北横断自動車道 釜石秋田線
（釜石花巻道路）

東北中央自動車道
（相馬福島道路）

一般国道１０６号
（宮古盛岡横断道路）

宮城県北高速幹線道路
【補助】

常磐自動車道

（常磐富岡～山元）
（ＮＥＸＣＯ東日本）

供 用 中

事 業 中

３次補正新規箇所

調 査 中

 

○復興道路・復興支援道路の緊急整備 

[1,088億円（皆増）］ 
  

被災地の早期の復興を図るため、三陸沿岸道路等の太平洋沿岸軸、沿岸部と東
北道を結ぶ横断軸の強化について、防災面の効果を適切に評価しつつ、重点的な
緊急整備を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

○被災した鉄道の復興の支援 

[23億円（皆増）］ 
 

被災地域の本格的な復興を図るため、甚大な被害を受けた三陸鉄道の災害復旧 
事業を引続き実施し、平成２６年４月頃の全線運行再開に向け早期復旧を支援す 
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

Ⅱ．国民生活の安全・安心の確保 

１．災害に強い社会基盤整備 

 

○公共施設の耐震化・津波対策等の推進 

[2,157億円（1.54）］ 
  

今後発生すると想定されている首都直下地震、東海・東南海・南海地震等にお
ける地震被害及び津波被害の発生を防止するため、全国レベルでの公共施設の耐
震化・津波対策等を強力に推進する。 
・沿岸域、河川の津波遡上区間や低平地における、堤防・水門等の液状化対策・
耐震化、堤防の嵩上げ、水門等の自動化・遠隔操作化等 

・背後に山間地を抱えるような地域において、避難地や避難路等の保全等、津波
からの避難に資する土砂災害対策 

・下水管の液状化対策、水処理施設の耐震補強、開口部の防水化、自家発電施設
の充実など、下水道施設の耐震化・耐水化対策 

・法面・盛土等の防災対策や橋梁の耐震補強等をはじめとする道路の防災・震災
対策 

・災害時における緊急物資輸送のための耐震強化岸壁等港湾施設の整備、海岸保
全施設の耐震化等による再度災害の防止、湾口防波堤や海岸保全施設の組み合
わせによる総合的な防護 

・空港施設の耐震化等の実施、津波襲来リスクのある空港等の早期復旧対策の検
討及び実施 

・主要な鉄道駅や橋梁・高架橋の耐震対策をはじめとする鉄道施設の防災対策 
・人命の安全の確保、防災機能の強化及び災害に強い地域づくりを図るための官
庁施設の総合的な耐震安全性の確保 

・津波被害からの行政機能の早期回復を図るとともに、一時的な避難場所の確保
により人命の救済に資するための官庁施設における総合的かつ効果的な津波対
策 

 

 

○予防的な治水対策の強化、河川管理施設の戦略的な維持管理・更新

の推進 

[2,778億円（1.05）］ 
  

・三大都市圏や氾濫域に政令市等を抱える災害危険度の高い河川において、堤防
強化対策等、効果的な災害予防対策を重点的に実施する。 

・大規模崩壊地等における土砂災害対策や、被災すると経済活動に甚大な影響を
及ぼす重要交通網等の保全対策を推進する。 

・増大している老朽化河川管理施設のうち、著しい劣化等により、機能に重大な
支障が生じ、洪水被害を助長するおそれがあるなど、故障した場合に影響が大
きいもの等について優先的かつ計画的に更新・補修を行うなどの戦略的な維持
管理・更新を推進する。 



 

地震
発生

微震動感知

本震到達

最寄り階に自動運転し、
乗客をエレベーター外に避難させる。

初期の微震動（Ｐ波）
・振動エネルギー：小
・伝達速度：速い

本震（Ｓ波）
・振動エネルギー：大
・伝達速度：遅い

時間

震源からの
距離

○地震時管制運転装置

地震動を感知する装置

既設エレベーターの防災対策改修

○戸開走行保護装置（ドアが開いたまま昇降することを防止）
○主要機器の耐震補強措置

【監視観測、危機管理体制の強化】

・斜面崩壊検知センサーの設置 ・ﾚｰｻﾞｰ航空測量の実施

大規模土砂災害をリアルタイムに把握 災害前後の地形情報の把握

災害直後の迅速・的確な初動体制の確保や地域住民への情報提供の実施

国土保全上
重要な流域

Ａ地区

：非検知
：検知

振動により
土砂移動検知

砂防担当部局

：振動センサー

振動ｾﾝｻｰ

災害発生前の地形

災害発生後の地形

（災害発生前後）
－（災害発生前）
＝（地形変動量）

迅速かつ的確な被害想定

○激甚な水害・土砂災害が生じた地域等における災害対策 

[1,152億円（1.03）］ 
  

・激甚な水害・土砂災害や、床上浸水が頻発するなど繰り返しの水害の発生によ
り、国民の生活に大きな支障が生じている地域において、被害の防止・軽減を
図るため、集中的に事業を実施する。 

・大規模災害時のより迅速な対応を図るため、深層崩壊発生の危険性が高い地域
において、斜面崩壊検知センサーの設置やレーザー航空測量等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○住宅・建築物の安全確保 

[40億円（4.00）］ 
  

・大規模地震時における人的・経済的被害の軽減を図るため、支援制度の効率化
等により、住宅・建築物の耐震化を推進するとともに、モデル性を有する既設
エレベーターの防災対策改修への支援制度を創設する。 

・沿岸部の防災安全性確保のため、津波に対する構造安全性及び避難スペース等
が確保された津波避難ビルを整備する取組みを支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４階床上まで浸水
したが、躯体の被
害はみられない。
屋上は避難場所と
して機能した。宮城県南三陸町

ＲＣ造４階建て町営住宅

ＲＣ造２階建て

RC建築物も津波により
流された事例あり。
多くの者が、津波襲来
時に避難できずに、被
災したケースが圧倒的
に多い。

（津波避難ビル 事例）



 

被災地における復

興事業や住宅再
建の迅速化

全国の防災事業
の円滑化

被災した場合の迅
速な復旧・復興

官民境界

民民境界

現地調査・筆界確認・測量により、
土地境界の明確化を推進（地籍整備）

○大規模震災に対する都市の安全確保の促進 

[3億円（皆増）］ 
  

都市機能が集積する地域において、災害時の滞在者等の安全、都市機能の継続
性確保を図るため、官民連携によるソフト・ハード両面の対策への支援制度を創
設する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地籍整備による土地境界の明確化の推進 

[146億円（1.17）］ 
  

東日本大震災からの復興の迅速化を図るため、被災地における測量成果の補正
等を重点的に実施する。また、東日本大震災の教訓も踏まえ、官民境界の調査な
ど地籍整備を強力に推進する。 

 

ハード対策
退避施設､備蓄倉庫､非常用発電設備の整備 等

国

○協議会開催支援

○計画作成支援
・専門家の派遣 等

○コーディネート活動支援
・勉強会、意識啓発活動
・官民協定の締結 等

・国、都道府県、市町村
・大規模ビル等所有者
・鉄道事業者 等

【構成員】

・防災施設等の整備（退避施設、備
蓄倉庫、非常用発電設備等）

・災害予防対策（避難訓練等）
・災害発生時の避難・消火救助 等

都市安全確保計画(仮称)を作成

都市再生緊急整備協議会

ソフト対策
避難訓練、情報伝達ルール確立 等

ソフト・ハード
両面の対策

備蓄倉庫 非常用発電設備

計画作成及び
計画に基づく
ハード・ソフト
対策への支援

都市再生緊急整備地域



 

２．災害への対応力の強化 

 

○台風・集中豪雨、地震・火山等に対する防災情報の強化 

[146億円（1.00）］ 
 

・東日本大震災の教訓を踏まえ、台風・集中豪雨、地震・火山等に対して「減
災」の考え方に基づく迅速な避難行動を促す防災情報の高度化を図るため、平
成２６・２８年度に打ち上げる次期静止地球環境観測衛星の整備（H23第4次補
正予算で一部前倒し）、観測・予報データなどの気象情報を迅速・円滑に伝
送・処理するための基盤となる情報通信システム（東日本アデス）の更新・強
化、気象レーダーによる高精度の観測データを利用した局地的大雨の監視・予
測の強化、長周期地震動情報の提供・降灰警報の発表に向けた検討等を実施す
る。 

・台風・集中豪雨や地震・火山等による水害・土砂災害の激化・頻発に対応し、
適切な防災活動、施設管理、避難行動等を行うために必要な防災情報の収集・
提供のため、詳細かつリアルタイムな降水の観測が可能なＸバンドＭＰレーダ
の整備等を実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次期静止地球環境観測衛星の整備

ひまわり８号： H26打上予定、ひまわり９号： H28打上予定

【静止地球環境観測衛星の製作 等】
・衛星の打ち上げ業務（ H23～28年度）

・衛星の 2機一括製造（ H21～28年度）
・ＰＦＩ方式による衛星の運用（ H27～41年度）

宇宙基本計画等に基づく「ひまわり」の打上

平成２６・２８年度に現在製作中のひまわり８号・９号を国産ロケットにより打ち上げる。

【防災機能等を強化したひまわり８号・９号】

・解像度を２倍に強化
・観測間隔を１０分に短縮
・観測種別を３倍に増加

・台風監視機能の向上
・豪雨等監視機能の強化
・火山灰等分布・移動の高精度把握



 

 

○海上保安庁の執行体制の強化 
[481億円（1.09）］ 

 
・遠方海域・重大事案等への対応体制を強化するため、しきしま級巡視船の整備
とともに、同巡視船の搭載機として高い輸送能力、夜間・広域監視能力等を備
えた大型のヘリコプターを着実に整備する。 

・東日本大震災への対応を踏まえ、大災害時に広範囲かつ大規模な救急・救出救
助活動や被災者支援活動を迅速・的確に実施するため、災害対応能力を強化し
た１，０００トン型巡視船、航続性等を備えたヘリコプター等を整備する。 

・外国漁船の取締り等の業務を安全かつ的確に遂行するため、被疑者の制圧等に
従事する職員の受傷を防止する防弾防刃救命衣等の個人装備を一新するととも
に、被疑船舶を的確に捕捉できる巡視船用監視装置等を増強し、海上警備能力
の向上を図る。 

・排他的経済水域等における海洋資源の開発などの海洋権益の保全に資するた
め、深海底まで潜航して海底地形等の精密なデータを取得することができる自
律型潜水調査機器(ＡＵＶ)を増強するほか、ＡＵＶを搭載する測量船「拓洋」
の改修を行う等、海洋調査能力を強化する(H23第4次補正予算で一部前倒し)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

４０ミリ機関砲

２０ミリ機関砲

遠隔監視採証装置

４０ミリ機関砲
しきしま級巡視船及び搭載ヘリコプター

災害対応能力を強化した1,000トン型巡視船

OIC区画
遠隔監視採証装置

30ミリ機関砲

造水装置・給水装置 救護室 災害対応スペース

災害対応用ハッチ

多目的クレーン
曳航装置

遠隔放水銃

防災情報等表示装置

・曳航能力 ・監視能力

・輸送・給水能力 ・制圧能力

○ 主な特徴
新型のヘリコプター

赤外線捜索

監視装置 航空機衝突予防

警報装置

吊上げ装置

自動操縦

装置 画像伝送

機上装置

・捜索監視能力 ・夜間・悪天候時飛行能力

・高速性能 ・長距離の航続性能

○ 主な特徴

・被害制御能力 ・強力な制圧力

・長期行動能力 ・大型のヘリ２機搭載

高い輸送能力
（エンジン、キャビン）

捜索用レーダー

スーパーピューマ級ヘリコプター×２機

赤外線捜索監視装置

○ 主な特徴

防弾ヘルメット

防弾防刃救命衣

肘あて

膝あて

防護手袋

警備資器材の充実・強化警備資器材の充実・強化

防弾ヘルメット

防弾防刃救命衣

肘あて

膝あて

防護手袋

防弾ヘルメット

防弾防刃救命衣

肘あて

膝あて

防護手袋

警備資器材の充実・強化警備資器材の充実・強化



 

３．生活基盤の安全・安心 
 

○住宅セーフティネットの充実 

[455億円（1.40）］ 
 

・民間賃貸住宅を有効活用した住宅セーフティネットを構築するため、空家をリ
フォームし、子育て世帯・障害者世帯等の住宅確保要配慮者向けに、適切な契
約・管理の下で賃貸する民間事業者等を支援する制度を創設する。 

・高齢者住まい法に基づき登録されるサービス付き高齢者向け住宅の供給促進の
ため、建設・改修費に対して、民間事業者・医療法人・社会福祉法人等を支援
する。  

 
 
【重層的な住宅セーフティネットの確立】 

 

真に住宅に困窮する低額所得者

向けの賃貸住宅として、地方公

共団体が供給 

公営住宅を補完する賃貸住宅と

して、地方公共団体と民間事業

者が連携して供給 

子育て世帯、障害者世帯等の円

滑な入居を促進するため、民間

賃貸住宅の空家リフォームを支

援 

公営住宅 地域優良賃貸住宅 民間賃貸住宅 

民間賃貸住宅空家 

413 万戸  

  （空家率 18.8%）  

空家の有効活用による重層的な

住宅セーフティネットの確立 



 

【ゼロ・エネルギー住宅のイメージ】

住宅の躯体・設備の省エネ性能の向上、再生可能エネルギーの活用等により、年間での一次エネルギー消費量が正味（ネット）で
ゼロ又は概ねゼロになる住宅。
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太陽熱温水器

高効率空調蓄電池

躯体の高機密化

躯体の高断熱化
通風・換気による春・秋など中
間期の暖冷房負荷の低減

地中熱利用

太陽光発電

高効率給湯器

冬季の日射取得

夏季の日射遮蔽

Ⅲ．持続可能な低炭素・循環型社会の構築 

 

○住宅・建築物等の省ＣＯ２対策・省エネ対策の推進、既存住宅ストッ

クの有効活用による省資源化 

[202億円（1.08）］ 
  

・ゼロ・エネルギー住宅（年間の一次エネルギー消費量がネットで（正味）概ね
ゼロとなる住宅）の普及促進を図り、中小工務店におけるゼロ・エネルギー住
宅の取組み、高性能設備機器と制御機構等の組み合わせによる住宅のゼロ・エ
ネルギー化に資する住宅システムの導入を支援する。（経済産業省との共同事
業） 

・消費者ニーズを踏まえた保険商品の開発・普及、消費者相談・情報提供体制の
強化等への支援により、中古住宅流通・リフォーム市場の整備を通じて、既存
住宅ストックの有効活用を図る。 

・東日本大震災で被災した官庁施設の復旧に併せ、再生可能エネルギー・新技術
の積極的導入と省エネルギー・節電技術の徹底活用を組み合わせ、ゼロエネル
ギー化を目指した整備をモデル的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省エネ効果

創エネ
効果

動力他

調理

給湯

冷房

暖房

削減前 削減後 太陽光発電 等

削減後の一次エネ
ルギー消費量を太
陽光発電等による
創エネにより相殺

年
間
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

一般住宅 ゼロ・エネルギー住宅

削減後の一次エネルギー

消費量を太陽光発電等に
よる創エネにより相殺



 

 

○環境対応車の普及等を通じた低炭素交通の実現 

 [10億円（0.99）］ 
 

・自動車分野における地球温暖化対策等を推進するため、ＣＮＧ（圧縮天然ガ
ス）車又はハイブリッド車を導入する自動車運送事業者等に対して、買い替
え・購入を促進するための支援を行い、平成２３年度第４次補正予算に計上さ
れた、環境性能の良い新車を購入する自動車運送事業者等に対する支援と併
せ、自動車分野における環境対応車の普及を強力に促進する。 

・電気自動車の集中的導入を誘発・促進するような地域・事業者間連携等による
先駆的事業を行う自動車運送事業者等を重点支援する。 

・自動車と家庭・業務のエネルギー消費を一体的に管理する省エネシステムの開
発等を支援することで、電気自動車等の普及や自動車と家庭・業務の合理的な
省ＣＯ２・省エネ対策を一体的に推進する。 

 

 

 

○低炭素・循環型のインフラ整備と地域づくりの推進 

[226億円（1.10）］ 
  

・下水汚泥のエネルギー利用、下水熱利用等に係る革新的技術について、国が主
体となって実規模レベルの施設を設置し技術的な検証を行い、ガイドラインを
とりまとめ、民間企業のノウハウ、資金を活用し全国へ展開する。 

・複合一貫輸送ターミナルの整備やリサイクルポートの形成等を通じ、港湾にお
ける低炭素・循環型社会の構築を図る。 

・環境負荷の少ない鉄道貨物輸送へのモーダルシフトの促進のため、鉄道貨物の
輸送力増強を推進する。 

・海洋再生可能エネルギーの普及拡大や関連産業の国際競争力強化を図るため、
浮体式洋上風力発電施設の安全性に関する研究開発を推進する。 

・低炭素・循環型の新しい社会システムを構築するための実証実験に対する調査
を行う。 

・非常用電源を要する防災拠点など、道路施設における再生可能エネルギーの活
用等の可能性について実証実験を行う。 

 
 



 

・都市の公園・街路等から発生する未利用の植物廃材を、地産
地消型再生可能エネルギーとして活用するため、

①植物廃材の特性を踏まえた発電プラントの開発に向けた実証
実験と、災害時における運営計画の策定等を行う。（国営公
園をフィールドとして活用）

②植物廃材の収集・運搬、エネルギー転換等の一連のプロセ

スにおいて、金銭的収支及びＣＯ２収支が成立する方策等の
検討とその成果による技術的指針の策定

都市における地産地消型再生可能エネルギー活用の推進

 

○スマート・シティの形成（低炭素まちづくりの促進） 

[9億円（1.90）］ 
  

都市の低炭素化を促進する観点から、未利用・再生可能エネルギーを活用する
計画的なまちづくりを推進する。 
・都市部におけるエネルギーの一体的利用の手法開発等を行う。 
・一定規模以上の需要のまとまりのあるエリアで地域の未利用エネルギー等を効
率的に活用する「エネルギーの面的利用」を推進するため、官民一体となった
先進的取組に対する支援制度を創設する。 

・都市の公園・街路等から発生する未利用の植物廃材を、地産地消型再生可能エ
ネルギーとして活用するため、発電プラントの開発に向けた実証実験等を行う
とともに、都市単位でエネルギー利用を行うための技術的指針を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○海上交通の環境対策・省エネの推進 
[10億円（1.12）］ 

 
・海上輸送のＣＯ２排出量を３０％削減することを目指した革新的な省エネルギ
ー技術の開発やＣＯ２排出削減に係る国際的枠組みづくり、国際標準化等によ
る新技術の普及促進、天然ガス燃料船の早期実用化・導入のための環境整備等
を内容とする海洋環境イニシアティブを着実に推進する。 

・環境に優しい輸送機関であり、モーダルシフトの主要な担い手である内航海
運・フェリーについて、一層の省エネルギー化の取組等を推進する。 

 

ケ ア 付き集合住宅
集合 住宅

公共 施設住 商複 合集合住宅

戸建 住宅

○先進的な発電・蓄電システム
の導入

○太陽光を遮蔽しない
土地利用の誘導

エ ネ ルギー
導管

○エネルギー融通を
可能とする管路網の
整備

①エネルギーの面的利用推進事業

・太陽光や工場排熱等の自然エネルギー、未利
用エネルギーの活用促進を図るため、市街地整
備の一環としてこれらエネルギーを地区・街区単
位等で面的に活用するシステムを構築するため
の計画策定、実証実験、モデル事業等の実施に

対して支援を行う

エネルギー面的利用イメージ

地区・街区単位でのエネルギーの
ネットワークの整備

工場排熱等の未利用エネ
ルギーの活用

太陽光等の自然エネルギー
の活用



 

Ⅳ．成長戦略の推進 

 

○国際コンテナ・バルク戦略港湾等の整備 

［1,171億円（1.05）］ 
 

・「選択と集中」の考え方のもと、「国際コンテナ戦略港湾」として選定された
阪神港、京浜港において、アジアと北米・欧州等を結ぶ国際基幹航路の日本へ
の就航を維持・拡大させるため、ハブ機能の強化のためのコンテナターミナル
等のインフラ整備、貨物集約、港湾経営の民営化等の総合的な対策を推進す
る。 

・我が国の産業や国民生活に必要不可欠な資源、エネルギー、食糧等の物資を安
定的かつ安価に供給するため、選択と集中の観点から選定された「国際バルク
戦略港湾」において、大型船舶に対応した港湾施設の整備等の総合的な対策を
推進する。 

 

 

 

 
 

○海洋権益確保のための低潮線の保全及び遠隔離島の活動拠点整備 

[109億円（3.87）］ 
  

・排他的経済水域及び海洋資源の開発・保全を図る観点から、排他的経済水域の
根拠となる低潮線の保全を図る。 

・海洋資源の開発・利用や海洋調査等が、本土から遠く離れた海域においても安
全かつ安定的に行われるよう、遠隔離島（南鳥島、沖ノ鳥島）において輸送や
補給等が可能な活動拠点を整備する。 

・我が国最南端の国土の保全を今後も継続的かつ適切に実施するため、施工後20
年以上経過し、厳しい気象条件下にある沖ノ鳥島の護岸コンクリートの劣化診
断調査を実施する。これにより、長寿命化のための維持管理上の課題の把握
や、被災した際の緊急対策工法の検討を行う。 

 



 

 

○観光立国の推進 

[101億円（1.02）］ 
 
・東日本大震災により落ち込んだ訪日外国人旅行者数を回復するため、徹底した
風評被害対策に加え、在外公館や民間企業との連携、ＩＭＦ・世銀総会等の日
本開催国際会議やインドネシアやベトナムとのオープンスカイといった特別の
機会の活用等、あらゆる関係者・機会を総動員したオールジャパン体制による
訪日旅行の海外プロモーション事業を展開する。さらに、特に影響の大きい東
北・北関東を中心としたインバウンド再生緊急対策事業を実施するとともに、
訪日外国人旅行者の受入環境の整備を促進する。 

・東日本大震災の復興対策として、東北地方全体を博覧会場に見立てた「東北観
光博（仮称）」を実施し、地域の再生・活性化を目的とした官民の様々な取り
組みを連携させ、統一的な情報発信を行うことにより、東北地方への効果的な
集客を実現する。 

・様々な滞在型観光等の取組を推進し、市場との窓口機能等を担う「観光地域づ
くりプラットフォーム」の形成及び事業展開を促進するほか、観光産業を支
え、地域づくりの担い手となる人材を育成する。また、取組みの着実な実施の
ため、「観光地域経済調査」の開始など、観光統計の整備を進める。 

・休暇改革を推進し、休暇を楽しむライフスタイルやワーク・ライフ・バランス
などの「ライフスタイル・イノベーション」の実現を目指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

○首都圏空港の強化 

[118億円（1.89）］ 
  

首都圏の都市間競争力アップにつながる羽田･成田の強化及び徹底したオープ
ンスカイを推進するため、首都圏空港の容量拡大に必要な事業を実施する。 
羽田空港においては、２４時間国際拠点空港化を進めるため、国際線９万回へ

の増枠に必要な国際線地区の拡充、発着容量４４．７万回の達成に必要なエプロ
ン等の整備、深夜早朝時間帯の長距離国際線の輸送能力増強に必要なＣ滑走路延
伸事業等を重点的に推進する。 
成田空港においては、昨年１０月の地元合意を踏まえた３０万回への増枠（最

短で平成２６年度中）を実現するため、ピーク時間帯の処理能力拡大に不可欠と
なる同時平行離着陸方式の効率的な運用に必要な監視装置の整備等を実施する。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

首都圏空港（羽田・成田）の発着枠の増加について

Ａ滑走路（3,000m）

Ｂ滑走路

（2,500m）

Ｃ滑走路（3,000m）

国際線地区の拡充

Ｄ滑走路

（2,500m）

Ｃ滑走路延伸
（360m）

エプロン新設

エプロン新設
エプロン改良

《羽田空港》 ２４時間国際拠点空港化の推進

（国際線地区の拡充等）

北風運用時（利根川まで直線上昇） 南風運用時（九十九里まで直線上昇）

同時平行離陸時の飛行ルートイメージ

《成田空港》 同時平行離着陸方式の効率的な運用に

資する監視装置整備

A

Aに回避指示

Bに経路是正指示

経路逸脱

監視イメージ

B

●同時平行離着陸方式の効率的な運用に資する監視装置整備



 

 

○官民連携による海外プロジェクト、建設業の海外展開の推進 

[16億円（1.27）］ 
  

・鉄道システム、道路、水インフラ、港湾関連産業、船舶・海洋施設、環境共生
型都市開発等の積極的な海外展開を図るため、東日本大震災で評価を高めた我
が国の優れた防災・減災技術も活用しつつ、プロジェクト構想段階から受注・
実施段階に至るまで、総合的・戦略的な支援・推進体制を整備し、具体的案件
の受注を目指し、政治のリーダーシップによる官民一体となったトップセール
ス等の展開や、プロジェクト構想段階からの官民連携による案件形成・コンソ
ーシアム形成等について、国の役割が求められる分野において支援を行う。 

・プロジェクトの企画・構想といった川上段階から我が国の優れた技術・システ
ムや基準が組み込まれるよう、国際標準化の推進や相手国のスタンダード獲得
に向けた取組の強化を図る。 

・土木・建築において高い技術力を有する我が国の建設業の海外展開を推進す
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

○官民連携による成長戦略・震災復興の推進 

[8億円（1.27）］ 
  

・ＰＰＰ（官民連携）／ＰＦＩ事業による社会資本の整備・管理に向けた制度設
計、運用上の課題等の調査及び先進的取組等に係る実証支援を行い、ＰＰＰ／
ＰＦＩによる民間の知恵と資金の積極的な活用を推進することで、成長戦略の
実行を加速する。 

・東日本大震災からの復興の基本方針を踏まえ、民間の資金・ノウハウを活用し
たファンドやＰＰＰ、ＰＦＩ等を活用した復興事業を実施する被災地の地方公
共団体等を支援する。 

我が国の優れた技術・システムの国
際標準化や相手国でのスタンダード
獲得に向けた取組を強化

国際機関・標準化団体へ積極的な
参画、我が国提案への賛同国増加
に向けた働きかけ強化

セミナー・研修開催、専門家派遣等
を通じた日本規格の理解・普及促
進

日本規格のスタンダード化 我が国建設業の海外展開の推進

平成23年1月 高速鉄道セミナー
平成22年11月 IEC/TC9総会

平成23年2月 海外PPP協議会

・東日本大震災においても有効であった我が
国の誇る防災技術等を活かしたプロジェクト
を推進
・海外建設市場として有望な進出先を招聘し
て、海外建設投資セミナーを開催

土木・建築において高い技術力を有
する我が国建設業の海外展開を推進

契約・リスク管理の強化

地方・中小建設業の海外進出支援

人材の育成・即戦力の確保

海外建設事業の新分野への参画の
ための市場戦略の構築

トラブル対応のためのホットライン等

我が国建設業の海外受注実績の推移

○ 海外市場では、高い技術力（耐震・免震技術、安全、工期の
遵守等）を有していながら、受注額が伸び悩んでいる。
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過去最高額
1兆6,813億円

（2007年度）

政治のリーダーシップによる官民一体と
なったトップセールスの展開や案件形成
等を更に推進

トップセールスを含む相手国政府とのハ
イレベル協議やシンポジウムの開催、
相手国要人・政府行政官の招聘等の実
施

東日本大震災においても評価を高めた
我が国の防災・減災技術等を活かし、
我が国企業の海外進出を促進するた
め、構想段階から官民連携による案件
形成・コンソーシアム形成等の支援や
官民による海外ＰＰＰ協議会の開催等
を国の役割が求められる分野において
実施

トップセールス、案件形成

平成23年1月 高速鉄道セミナー 平成23年2月 海外PPP協議会



 

〔事例〕首都圏中央連絡自動車道の整備状況

計画延長 供用延長 整備率

ソウル 168km 168km 100%

北京 433km 433km 100%

パリ 313km 267km 85%

東京 525km 249km 47%

【諸外国の主要都市における環状道路の整備状況】

※ソウル： 2007年12月完成

北 京： 2009年9月完成

パ リ： 2009年7月現在

東 京： 2011年12月現在
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○都市の国際競争力の強化 

[69億円（1.58）］ 
  

市街地の整備により大都市の国際競争力の強化を図ることが特に有効な地域に
おいて、地域の拠点や基盤となる都市拠点インフラの整備を重点的かつ集中的に
支援することにより、交通利便性や業務機能集積が高く、国際的ビジネスの拠点
となる地域を形成する。 

 

 

○大都市圏環状道路の整備 

[1,237億円（1.11）］ 
  

迅速かつ円滑な物流の実現等、国際競争力の強化や交通渋滞の緩和等のため、
三大都市圏環状道路の整備を推進する。 

 

 



 

Ⅴ．地域活性化のための基盤整備等 

 

○地域公共交通の確保・維持・改善 

[332億円（1.09）］ 
 

・生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特性・実情に最適
な移動手段が提供され、また、バリアフリー化やより制約の少ないシステムの
導入等移動に当たっての様々な障害（バリア）の解消等がされるよう、地域公
共交通の確保・維持・改善を支援する。 

・東日本大震災からの復興対策として、被災地における生活交通の確保・維持の
取組について、特例措置により支援する。 
 
 
 

 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
  
 

  
 



 

 
○全国ミッシングリンクの整備 

[3,663億円（1.09）］ 
 

地域経済の強化による地域の自立の支援や観光地へのアクセス・観光周遊ルー
トを形成するとともに、災害に強い広域ネットワークを構築するため、主要都市
間等を連絡する高規格幹線道路等の整備を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○整備新幹線の着実な整備 

[706億円（1.00）］ 
 

我が国の交通体系にあって、基幹的な高速輸送体系を形成する整備新幹線の整
備を進める。建設中の区間については、予定どおりの完成・開業を目指して着実
に整備を進める。なお、未着工区間については、整備新幹線問題検討会議等にお
いて、着工に当たっての基本的な条件等について検討を行っている。 
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高規格幹線道路 約14,000 9,855 70

H23.4.1現在



 

 

○鉄道による地域活性化 
[275億円（1.15）］ 

 
 

  ・既存の都市鉄道ネットワークを有効活用しながら、投資効果の高い大都市圏に 
おける連絡線の整備や相互直通化、鉄道駅を中心とした交通ターミナル機能の 
向上等に重点投資するとともに、地下高速鉄道の整備、輸送障害対策等を推進 
し、公共交通の利用促進を通じた、都市・地域構造の低炭素化及び都市の発 
展、競争力の強化を図る。 

  ・新幹線と在来線の直通運転を実現し、新幹線の高速化効果を他の地域にもたら 
すことが可能な軌間可変電車（フリーゲージトレイン）について、これまでの 
技術開発成果を踏まえ、今後の耐久走行試験をより効果的に行うため、更なる 
軽量化や長編成化等を図った新たな試験車両の設計・製作等を実施し、フリー 
ゲージトレイン技術の早期実用化を図る。 

 
 
 
○離島等の地域の元気回復 

[105億円（1.04）］ 
 
・我が国の排他的経済水域の保全など多様な役割を担いながら、地理的・自然的
条件などが厳しい環境にある離島、奄美群島、小笠原諸島等の地域の元気回復
を図るため、流通効率化への支援などを通じて、地域の資源や創意工夫を活か
した産業振興等の地域の自立的発展を図る。また、地域防災力の向上を図る。 

・魅力と活力ある地域づくりを推進するため、「観光」等のテーマについて、北
海道が策定した事業計画に基づき、地域が自主的に取り組む事業を支援する。 

 



 

 

○社会資本整備総合交付金の効果的な活用 

[14,395億円（0.82）］ 
  

社会資本整備総合交付金について、低炭素・循環型社会の構築や産業空洞化の
防止、災害リスクの低減など、成長基盤の強化等につながるインフラ整備で、国
と地方公共団体のパートナーシップにより推進するものに対し、重点的に配分す
ることとする。 
 

〈成長基盤の強化等につながるインフラの整備の例〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

低炭素、循環型社会の構築

家屋の断熱化・蓄電池の設置
（効果促進事業） 自然エネルギーを活用した

公園施設の整備（基幹事業）

太陽光パネルの設置（効果促進事業）

下水汚泥のエネルギー利用施設の整備
（基幹事業）

住宅市街地の整備・都市機能の
集約（基幹事業）

道路事業（基幹事業）

電気自動車充電施設
（効果促進事業）

低炭素・循環型社会の構築のため、社会資本整備総合交付金を活用し、地方公共団体等による自然エネル
ギーを活用した公園施設の整備、下水汚泥のエネルギー利用施設の整備、道路整備、住宅市街地の整備・都
市機能の集約を基幹事業として、街区単位のエネルギー効率を高めるための太陽光パネルの設置や家屋の
断熱化・蓄電池の設置、電気自動車充電施設の整備を効果促進事業として推進する。

（照明等と一体となった風力・太陽光発電施設）

防波堤整備
（直轄事業）

産業空洞化の防止と企業立地の促進

産業空洞化の防止と企業立地の促進のため、コンテナターミナルや防波堤の整備（直轄事業）と合わせ、社
会資本整備総合交付金を活用し、地方公共団体等による港内の工場とコンテナターミナルを結ぶ臨港道路整
備や港内の工場の資材搬入のための係留施設整備、発電・電力供給設備の整備を推進する。

発電・電力供給設備の
整備（効果促進事業）

港内の工場の資材搬入のため
の係留施設整備（基幹事業）

コンテナターミナル整備（直轄事業）

地方公共団体等によるふ頭用地整備

港内の工場とコンテナターミナルを
結ぶ臨港道路整備（基幹事業）

港湾へのアクセス道路
整備（基幹事業）

災害リスクの低減

災害リスクの低減のため、河川改修、XバンドMPレーダの整備等（直轄事業）と合わせ、社会資本整備総合交
付金を活用し、地方公共団体等による河川改修、地下調整池整備、下水道整備等を推進する。

●●●●！！

（高精度な降雨情報を提供）

河川改修、地下調整池整備
（基幹事業）

XバンドMPレーダ
（直轄事業）

校庭貯留（基幹事業）

ハザードマップ（効果促進事業）
下水道整備
（基幹事業）

浸透ます
（基幹事業）

下流域の河川改修
（直轄事業）



 

２．地域主権の確立に向けた取組 

 

国土交通省では、平成２２年度予算で従来の個別補助金を原則一本

化し、地方の自由度を高めた社会資本整備総合交付金を創設した。平

成２３年度には、同交付金の都道府県分のうち、年度間、地域間の変

動、偏在が小さい事業等について、投資補助金を一括交付金化した地

域自主戦略交付金に移行し、社会資本整備総合交付金を政策目的達成

のため計画的に実施すべき事業等に重点化するとともに、地方の自由

度・使い勝手を更に向上させた。 

平成２４年度には、社会資本整備総合交付金については、政策目的

達成のため事業の更なる重点化を図る。地域自主戦略交付金について

は、都道府県分の対象事業の拡大、増額を図るとともに、政令指定都

市分について導入する。また、沖縄分については、県及び市町村を対

象に、自由度の高い新たな一括交付金制度を創設する。 

今後とも、地方の社会資本整備のニーズに的確に応えるため、社会

資本整備総合交付金や地域自主戦略交付金等が、それぞれの特性を十

分に発揮し、適切な役割分担の下で円滑な事業の実施を図るものとす

る。 

 

 

 
社会資本整備総合交付金

＜平成２４年度予算額：1兆４，３９５億円＞

社会資本整備総合交付金

＜平成２３年度予算額：１兆７，５３９億円＞
・事業の更なる重点化

H24

地域自主戦略交付金

・都道府県分の対象事業の拡大、増額
・新たに政令指定都市分を導入

沖縄振興のための新たな
一括交付金（名称未定）

・県及び市町村を対象とした自由度の
高い新たな一括交付金制度を創設

・ 平成２２年度に、国土交通省所管の
地方公共団体向け個別補助金を一つ
の交付金に一括し、地方公共団体に
とって自由度が高く、創意工夫を生か
せる総合的な交付金として創設。

・ 平成２３年度に、「活力創出基盤整
備」、「水の安全・安心基盤整備」、
「市街地整備」、「地域住宅支援」の４
分野を統合し、より一層柔軟な流用
が可能になるなど、地方の使い勝手

を大幅に向上。

H23

※社会資本整備総合交付金から地域自主戦略交
付金及び沖縄振興のための新たな一括交付金
（名称未定）に2,182億円を移行



○　北海道総合開発、離島振興、奄美群島振興開発の推進

（単位：百万円）

倍 率 倍 率 倍 率

国土交通省関係

一般公共事業 339,656 1.00 16,796 0.90 8,443 0.97

災害復旧等 14 1.29 　　　　　　　-     - 　　　　　　　-     -

公共事業関係計 339,670 1.00 16,796 0.90 8,443 0.97

農林水産省関係

　 北海道、離島及び奄美群島において、地域の総合開発等の推進を図るため、

国土交通省においては、これらの地域に係る公共事業予算について、農林水産

省関係等を含めて予算の一括計上を行っている。

区　　　　分 北 海 道 離　島 奄　美

第３ 公共事業予算の一括計上

農林水産省関係

一般公共事業 95,649 1.07 19,614 1.00 7,317 0.95

災害復旧等 3 1.00 　　　　　　　-     - 　　　　　　　-     -

公共事業関係計 95,652 1.07 19,614 1.00 7,317 0.95

厚生労働省関係 4,999 1.36 1,335 0.90 581 0.90

環境省関係 1,178 0.88 1,776 0.87 98 1.14

合　　計

一般公共事業 441,482 1.01 39,521 0.94 16,439 0.96

災害復旧等 17 1.23 　　　　　　　-     - 　　　　　　　-     -

公共事業関係計 441,499 1.01 39,521 0.94 16,439 0.96

※１． 本表には、東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費のうち全国防災分を含む。

　　（２）内閣府計上の地域自主戦略交付金の配分予定額がある。

 　２．本表の他、

　　（１）東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費のうち復旧・復興対策分として、北海道分

　　　　 ２９億円、離島分１０億円がある。



１．国土交通省関係予算総括表（国費）

対前年度
倍　　率

通常分
日本再生
重点化措置

(A) (D=B+C) (D/A) (B) (C)

590,981 598,164 1.01 533,679 64,485

568,663 577,249 1.02 514,028 63,221

22,318 20,915 0.94 19,651 1,264

986,238 1,020,249 1.03 890,756 129,493

337,213 336,943 1.00 286,279 50,664

166,649 168,529 1.01 138,493 30,036

71,944 70,662 0.98 58,819 11,843

23,546 23,080 0.98 14,295 8,785

70,600 70,600 1.00 70,600 0

4,474 4,072 0.91 4,072 0

477,130 419,742 0.88 393,853 25,889

182,303 145,082 0.80 135,082 10,000

事 項
前 年 度
予 算 額

平成２４年度

治 山 治 水

治 水

海 岸

道 路 整 備

港 湾 空 港 鉄 道 等

港 湾

空 港

都 市 ・ 幹 線 鉄 道

新 幹 線

航 路 標 識

住 宅 都 市 環 境 整 備

住 宅 対 策

第４ 平成２４年度国土交通省関係予算総括表

294,827 274,660 0.93 258,771 15,889

15,958 14,144 0.89 12,729 1,415

249,627 237,676 0.95 223,202 14,474

29,242 22,840 0.78 22,840 0

44,393 36,283 0.82 34,989 1,294

11,261 5,903 0.52 4,739 1,164

33,132 30,380 0.92 30,250 130

(1,657,770) (0.95) (1,565,770)

1,753,870 1,439,530 0.82 1,347,530 92,000

(4,069,151) (0.97) (3,705,326)

4,189,825 3,850,911 0.92 3,487,086 363,825

36,332 30,256 0.83 30,000 256

(4,099,407) (0.97) (3,735,326)

4,226,157 3,881,167 0.92 3,517,086 364,081

53,449 53,449 1.00 53,449 0

(4,152,856) (0.97) (3,788,775)

4,279,606 3,934,616 0.92 3,570,535 364,081

17,783 16,842 0.95 16,842 0

31,149 29,174 0.94 22,223 6,951

672,450 566,977 0.84 555,459 11,518

(4,765,849) (0.95) (4,383,299)

5,000,988 4,547,609 0.91 4,165,059 382,550

社 会 資 本 総 合 整 備

都 市 環 境 整 備

市 街 地 整 備

道 路 環 境 整 備

都 市 水 環 境 整 備

公園水道廃棄物処理等

下 水 道

合 計

一 般 公 共 事 業 計

公 共 事 業 関 係 計

小 計

国 営 公 園 等

そ の 他 施 設

行 政 経 費

推 進 費 等

災 害 復 旧 等

官 庁 営 繕



（単位：百万円）

対前年度
倍　　率

(E) (F=D+E) (F/A)

30,630 628,794 1.06

26,306 603,555 1.06

4,324 25,239 1.13

33,691 1,053,940 1.07

15,266 352,209 1.04

13,305 181,834 1.09

1,676 72,338 1.01

0 23,080 0.98

0 70,600 1.00

285 4,357 0.97

3,436 423,178 0.89

0 145,082 0.80

備 考
全 国 防 災 再 計

１．本表は、沖縄振興開発事業費の国土交通省関係分を含
　む。

２．推進費等の内訳（平成24年度）は、
　　○災害対策等緊急事業推進費等　　　 22,027百万円
　　○北海道特定地域連携事業推進費等　　8,229百万円
　である。

３．上段（　　）書きは、対前年度との比較を容易にするた
　め、内閣府計上の地域自主戦略交付金等に移行した額を加
　えた場合の計数である。

４．本表のほか、
　（１）東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費とし
　　　て、416,236百万円（復興庁計上分413,504百万円）が
　　　ある。

3,436 278,096 0.94

2,007 16,151 1.01

1,429 239,105 0.96

0 22,840 0.78

0 36,283 0.82

0 5,903 0.52

0 30,380 0.92

(1,804,000) (1.03)

146,230 1,585,760 0.90

(4,298,404) (1.03)

229,253 4,080,164 0.97

0 30,256 0.83

(4,328,660) (1.02)

229,253 4,110,420 0.97

0 53,449 1.00

(4,382,109) (1.02)

229,253 4,163,869 0.97

3,151 19,993 1.12

3,107 32,281 1.04

2,542 569,519 0.85

(5,003,902) (1.00)

238,053 4,785,662 0.96

　（２）内閣府計上の地域再生基盤強化交付金61,900百万円
　　　（全国防災を含む）がある。
　　　（平成23年度 62,000百万円　対前年度倍率 1.00倍）

５．復興庁計上の東日本大震災復興交付金の平成24年度全体
　額は286,760百万円である。

６．計数は、整理の結果異動することがある。



２．国土交通省関係財投機関財政投融資計画総括表

前 年 度 平成２４年度

(A) (B)

30,000 300,000

399,000 477,700

1,720,000 2,286,000

53 100 58 100

区　　　　　　分

独 立 行 政 法 人 住 宅 金 融 支 援 機 構

独 立 行 政 法 人 都 市 再 生 機 構

独 立 行 政 法 人
日 本 高 速 道 路 保 有 ・ 債 務 返 済 機 構

独 立 行 政 法 人
53,100 58,100

49,000 23,000

20,600 48,100

10,300 9,900

30,000 30,000

200 200

2,312,200 3,233,000

中 部 国 際 空 港 株 式 会 社

独 立 行 政 法 人 水 資 源 機 構

財 団 法 人 民 間 都 市 開 発 推 進 機 構

独 立 行 政 法 人 奄 美 群 島 振 興 開 発 基 金

合   　　計

鉄 道 建 設 ・ 運 輸 施 設 整 備 支 援 機 構

新 関 西 国 際 空 港 株 式 会 社



（単位：百万円） 

対前年度

倍    率 備　　　                     考

(B/A)

10.00

1.20

1.33

1 09

１．独立行政法人都市再生機構は、都市再生勘定分である。

２．新関西国際空港株式会社の前年度は、関西国際空港株式会社の計数
を記載している。

３．本表のほかに、以下の財投機関債がある。

・独立行政法人住宅金融支援機構
22,333億円 （ 28,237億円 ）

・独立行政法人都市再生機構 800億円 （ 900億円 ）

独立行政法 本高速道路保有 債務返済機構1.09

0.47

2.33

0.96

1.00

1.00

1.40

・独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
6,100億円 (  4,600億円 ) 

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
1,160億円 （ 1,370億円 ）

・新関西国際空港株式会社
637億円 (      － )

・中部国際空港株式会社 － (     78億円 )

・独立行政法人水資源機構 80億円 （ 85億円 ）

計 31,110億円 （ 35,270億円 ）

※（ ）内は、前年度

４．計数は、整理の結果異動することがある。



 

 

 

関 係 資 料 
 

 

（参考）「日本再生重点化措置」に係る予算額（国費）・・・３８ 

（参考）「東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費」 

国費総括表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・３９ 

（参考）新規事業採択箇所等一覧・・・・・・・・・・・・・４０ 



（単位：百万円）

新たなフロンティア及び新成長戦略

１． 持続可能な低炭素・循環型社会の構築 15,894 4,684 4,684

２． 幹線道路ネットワークの整備 181,612 143,967 143,967

３． 都市の安全性と国際競争力の確保 5,000 1,755 1,755

４．
官民連携による海外プロジェクト、建設業の
海外展開

653 427 427

５． 国際コンテナ戦略港湾の整備 30,834 30,300 30,300

６． 首都圏空港の強化 11,843 11,843 11,843

７．
海洋権益を保全するための海洋調査等の
推進

5,400 3,339 1,900 5,239

８． 国内外の観光振興　（※） 1,520 0 0

９． 社会資本整備総合交付金 261,499 92,000 92,000

地域活性化

１０． 鉄道による地域活性化 17,880 14,972 14,972

１１． 特定地域の活性化 2,329 756 756

安心・安全社会の実現

１２． 水害・土砂災害・津波対策 87,967 64,485 64,485

１３． 建築物の安全の確保 12,236 3,450 3,450

１４．
次期静止地球環境観測衛星の整備（衛星
の打ち上げ）

3,055 1,044 2,011 3,055

１５．
民間住宅活用型住宅セーフティネット整備
推進事業

20,000 10,000 10,000

合　　計 657,722 4,383 382,550 386,934

（※）必要性が認められる範囲において、要求等にて対応。

事業名

（参考）「日本再生重点化措置」に係る予算額（国費）

要望額
23年度補正前倒

し措置済額
（Ａ）

24年度措置額

（Ｂ）

計

（Ａ＋Ｂ）



（参考）「東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費」国費総括表

（単位：百万円）

復旧 復興 全国防災

43,658 0 13,028 30,630

39,034 0 12,728 26,306

4,624 0 300 4,324

155,124 0 121,433 33,691

30,818 0 15,552 15,266

28,128 0 14,823 13,305

2,405 0 729 1,676

285 0 0 285

4,178 0 742 3,436

100 0 100 0

4,078 0 642 3,436

2,537 0 530 2,007

1,541 0 112 1,429

172,906 0 26,676 146,230

406,684 0 177,431 229,253

174,566 174,566 0 0

581,250 174,566 177,431 229,253

3,739 588 0 3,151

3,737 630 0 3,107

65,563 3,451 59,570 2,542

(413,504) (176,816) (236,688)

654,289 179,235 237,001 238,053

注）上段（　　）内書は復興庁計上分である。

官 庁 営 繕

そ の 他 施 設 費

行 政 経 費

合　　計

公共事業関係計

港 湾 整 備

空 港 整 備

航 路 標 識 整 備

住 宅 都 市 環 境 整 備

住 宅 対 策

都 市 環 境 整 備

市 街 地 整 備

道 路 環 境 整 備

社 会 資 本 総 合 整 備

一般公共事業　計

災 害 復 旧 等

　東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費

港湾空港鉄道等整備

事 項

治 山 治 水 対 策

治 水

海 岸

道 路 整 備



（参考）新規事業採択箇所等一覧
（ ）所在地

○道路整備事業

＜直轄事業＞

一般国道45号(東北縦貫自動車道 八戸線) 天間林道路 （青森県）
とう ほくじゅうかん はち のへ て ん ま ばやし

一般国道7号（日本海沿岸東北自動車道） 二ツ井今泉道路 （秋田県）
に ほ ん かい えん がん とう ほく ふた い いまいずみ

一般国道13号（東北中央自動車道） 泉田道路 （山形県）
とう ほくちゅうおう いずみた

一般国道470号（能越自動車道） 輪島道路（Ⅱ期） （石川県）
のう えつ わ じ ま

一般国道414号（伊豆縦貫自動車道） 河津下田道路（Ⅱ期） （静岡県）
い ず じゅうかん か わ づ し も だ

一般国道42号（近畿自動車道 紀勢線） 熊野尾鷲道路（Ⅱ期) （三重県）
き ん き き せ い く ま の お わ せ

一般国道158号（中部縦貫自動車道） 大野油坂道路(和泉・油坂区間) （福井県）
ちゅうぶじゅうかん お お の あぶらさか い ず み あぶらさか

一般国道9号（山陰自動車道） 湖陵・多伎道路 （島根県）
さん いん こりょう た き

一般国道9号（山陰自動車道） 大田・静間道路 （島根県）
さん いん お お だ し ず ま

一般国道9号（山陰自動車道） 三隅・益田道路 （島根県）
さん いん み す み ま す だ

一般国道56号（四国横断自動車道） 津島道路 （愛媛県）
し こ く おう だん つ し ま

一般国道56号（四国横断自動車道） 窪川佐賀道路 （高知県）
し こ く おう だん くぼかわ さ が

一般国道55号（阿南安芸自動車道） 福井道路 （徳島県）
あ な ん あ き ふ く い

＜補助事業＞

高速横浜環状北西線 （神奈川県）
こう そく よこ はま かんじょうほく せい

金沢外環状道路 海側幹線Ⅳ期 （石川県）
かな ざわ そと かんじょう うみ がわ かん せん

○港湾整備事業

（新規着工）

茨 城港［常陸那珂港区 中 央ふ頭地区］国際物流ターミナル整備事業 (茨城県)
※いばら き こう ひ たち な か こう く ちゆうおう とう ち く

境 港 ［外港中野地区］国際物流ターミナル整備事業 (鳥取県)
さかいこう がいこうなか の ち く

広島港 ［廿日市地区］航路･泊地整備事業 (広島県)
ひろしまこう はつ か いち ち く

（事業化検証調査）

大阪港 ［北港 南 地区］国際海上コンテナターミナル (大阪府)
おおさかこう ほっこうみなみ ち く

※については、復興庁に一括計上されているもの



（この冊子は、再生紙を使用しています。）
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